
令
和
７
・
３
・
７
政
令
第
43
号
＝
駐
車
場
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

し
た
が
、
近
年
の
超
高
層
住
宅
の
増
加
や

宅
配
需
要
の
増
加
等
の
社
会
経
済
状
況
の

変
化
に
よ
り
、
共
同
住
宅
の
新
築
等
に
よ

る
外
部
か
ら
の
駐
車
需
要
が
生
じ
る
程
度

が
大
き
く
な
っ
て
い
ま
す
。
そ
こ
で
、
特

定
用
途
の
対
象
に
「
共
同
住
宅
」
が
追
加

さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

こ
の
改
正
に
よ
っ
て
、
地
方
公
共
団
体

の
条
例
に
よ
り
附
置
義
務
の
対
象
と
で
き

る
地
域
が
拡
大
し
ま
す
。

　

本
政
令
は
、
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る

条
例
改
正
に
係
る
検
討
や
周
知
等
の
期
間

を
鑑
み
、
公
布
か
ら
施
行
ま
で
１
年
程
度

の
猶
予
期
間
を
設
け
、
令
和
８
年
４
月
１

日
か
ら
施
行
さ
れ
ま
す
。

　

国
土
交
通
省
は
地
方
公
共
団
体
に
対
し

て
対
応
に
遅
れ
が
生
じ
な
い
よ
う
、
荷
さ

ば
き
駐
車
施
設
の
附
置
を
義
務
付
け
る
条

例
の
制
定
を
働
き
か
け
て
い
く
と
し
て
い

ま
す
。�

駐
車
施
設
不
足
問
題
に
対
応
す
る

駐
車
場
法
施
行
令
の
規
制
強
化

　

都
市
部
に
お
け
る
駐
車
ス
ペ
ー
ス
の
不

足
に
よ
っ
て
、
荷
さ
ば
き
に
支
障
が
生
じ

た
り
、
違
法
駐
車
が
増
え
た
り
、
渋
滞
を

招
い
た
り
と
様
々
な
弊
害
が
現
わ
れ
て
い

ま
す
。

新
築
時
に
求
め
ら
れ
る 

駐
車
施
設
の
整
備

　

駐
車
場
法
は
、
駐
車
場
整
備
地
区
ま
た

は
商
業
地
域
も
し
く
は
近
隣
商
業
地
域

（
駐
車
場
整
備
地
区
等
）
に
お
い
て
、
一

定
規
模
以
上
の
建
築
物
を
新
築
等
す
る
者

に
対
し
、
地
方
公
共
団
体
が
条
例
に
よ

り
、
当
該
建
築
物
や
そ
の
敷
地
内
に
、
そ

の
規
模
に
応
じ
た
駐
車
施
設
の
設
置
を
義

務
付
け
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
て
い
ま

す
。
こ
れ
を
駐
車
施
設
の
附
置
義
務
制
度

と
い
い
ま
す
。

　

百
貨
店
の
よ
う
な
大
規
模
店
舗
な
ど
、

特
に
自
動
車
の
駐
車
需
要
を
生
じ
さ
せ
る

程
度
の
大
き
い
用
途
で
、
駐
車
場
法
施
行

令
で
定
め
る
も
の
（
特
定
用
途
）
に
供
さ

れ
る
部
分
の
延
べ
面
積
が
、
地
方
公
共
団

体
が
条
例
で
定
め
る
規
模
以
上
の
も
の
に

つ
い
て
は
、
附
置
義
務
を
強
化
で
き
る
と

し
て
い
ま
す
。

戸籍記載をわかりやすく
　戸籍の記載事項に氏名の振り仮名が
追加されることに伴い、戸籍法施行規
則に使用できる仮名や記号の範囲、届
出の際に提出すべき書類および氏名の
振り仮名を記載する帳簿等に関する規
定等が設けられます。
（令和７・３・19法務省令第９号＝
戸籍法施行規則の一部を改正する省令）

本店移転の登記申請効率化
　本店移転の登記申請がされたとき、
旧所在地を管轄する登記所は当該会社
に関する印鑑記録を、新所在地を管轄
する登記所へ移送することとし、新所
在地を管轄する登記所への印鑑届書の
提出が不要となりました。
（令和７・３・24法務省令第10号＝
商業登記規則の一部を改正する省令）

ドライバー不足への対応策
　長さ25㍍のダブル連結トラックを
特殊車両通行確認制度の対象とするた
め、限度超過車両の登録に関する基準
が改正されました。
（令和７・３・24国土交通省令第18
号＝車両の通行の許可の手続等を定め
る省令の一部を改正する省令）

脱炭素化の後押し
　産業競争力強化法施行規則が改正さ
れ、カーボンニュートラルに向けた投
資促進税制の手続きに関する規定が整
備されています。
（令和７・３・25内閣府・総務省・
財務省・文部科学省・厚生労働省・農
林水産省・経済産業省・国土交通省・
環境省令第２号＝産業競争力強化法施
行規則の一部を改正する命令）

物流効率化の推進
　物流総合効率化法の改正に伴い、総
合効率化計画の認定等に関する申請書
類の経由先についてなどの関連規定が
整備されています。
（令和７・３・28農林水産省・経済
産業省・国土交通省令第２号＝流通業
務の総合化及び効率化の促進に関する
法律施行規則の一部を改正する省令）

その他の新法令・通達

新
法
令
・
通
達
解
説
令
和
７
年
３
月
31
日

ま
で
の
公
布
分

　

東
京
都
23
区
の
場
合
、
駐
車
場
整
備
地

区
等
で
は
「
特
定
用
途
の
部
分
の
床
面
積

お
よ
び
非
特
定
用
途
の
部
分
の
床
面
積
の

４
分
の
３
の
合
計
が
１
５
０
０
㎡
を
超
え

る
も
の
」
が
対
象
と
な
り
ま
す
。
百
貨
店

そ
の
他
の
店
舗
を
新
築
す
る
際
に
は
、
２

５
０
㎡
ご
と
に
１
台
以
上
の
駐
車
施
設
の

附
置
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

共
同
住
宅
の
新
設
時
の 

附
置
義
務
強
化
の
範
囲
を
拡
大

　

マ
ン
シ
ョ
ン
・
ア
パ
ー
ト
な
ど
は
こ
れ

ま
で
特
定
用
途
と
は
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
で
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